
Ⅱ　－　0

2　－　4

決 算 額 構成比 構成比
8,179,850 35.0 56.5

307,739 1.3 2.2
2,175 0.0 0.0

31,630 0.2 0.2
25,045 0.1 0.2

1,292,578 5.5 9.3
71,779 0.3 0.5

-      -      -
338 0.0 0.0

29,391 0.1 0.2
138,214 0.6 1.0
62,716 0.3 0.5

4,624,189 19.8 29.2
普　通　交　付　税　 4,082,236 17.5 29.2
特　別　交　付　税　 538,869 2.3      -
震災復興特別交付税　 3,084 0.0      -

14,765,644 63.2 99.8
4,318 0.0 0.0

94,932 0.4      -
127,028 0.6 0.1
32,399 0.2 0.0

4,281,903 18.3      -

-      -      -

1,667,191 7.1      - ○ し尿処理 ○
24,232 0.1 0.1 ○ ごみ処理 ○
99,995 0.4      - ○ 火 葬 ○

503,936 2.2      - × 常備消防 ○
919,714 3.9      - ○ 小 学 校 ×
584,140 2.5 0.0 ○ 中 学 校 ×
255,300 1.1      - × そ の 他 ○

うち減収補てん債(特例分) -      -      -
うち臨時財政対策債 255,300 1.1      -

23,360,732 100.0 100.0
令和３年度(千円)

7,143,409
11,451,102

3,811,944 17.3 9,006,961
　　　う ち 職 員 給 2,299,229 10.5 14,287,853

5,109,975 23.3 0.646
2,627,664 12.0 6.0

内 元 利 償 還 金 2,627,664 12.0 98.2
訳 一 時 借 入 金 利 子 -      - 14.4

11,549,583 52.6 -
3,275,977 14.9 -

90,400 0.4 6.7
3,243,959 14.8 64.8

うち一部事務組合負担金 1,462,088 6.7 1,734,107
2,048,036 9.3 1,424,352

153,826 0.7 2,179,892
11,000 0.1

-      -
1,585,714 7.2 千円 -

う ち 人 件 費 45,860 0.2 -
普 通 建 設 事 業 費 1,585,714 7.2 854,487

    う　ち　補　　助　 479,904 2.2 92.1 ％ 93.8 ％ -
う　ち　単　　独　 1,105,810 5.0 -

災 害 復 旧 事 業 費 -      - 782,395
失 業 対 策 事 業 費 -      - 98.8　96.3

98.6　96.5
21,958,495 100.0 千円 98.8　96.1

　※数値のない欄については、すべてハイフン（-）としている。

291〔現年・計〕純固定資産税 98.8　96.2

0 ％ 市 町 村 民 税 98.4　96.2
歳 出 合 計 16,063,789 17,466,026 保険給付費

歳 入 一 般 財 源 等 そ の 他 647,515 一人当たり 国庫支出金

事

業

会

計

の

状

況

実 質 収 支

国民健康保険 438,168 782,500
1,053,382

            - 後期高齢者医療 680,539 被保険者 保険税(料)収入額 98.7　96.2
            -

　　　　　　　（減収補てん債（特例分） 上水道事業 11,500 被 保 険 者 数 （ 人 ） 13,585
-
-

180,029 農業集落排水事業 281,814 加 入 世 帯 数 （ 世 帯 ） 8,145 実質的なもの

国

民

健

康

保

険

　　　　　　　及び臨時財政対策債除く）

-

内

訳

1,233,411 経 常 収 支 比 率 下水道事業 454,701 再 差 引 収 支 81,784 （支出予定額） 717,898そ の 他
行  為  額 保 証 ・ 補 償

収 益 事 業 収 入

107 徴収率 合 計
土 地 開 発 基 金 現 在 高

90,756
1,585,714 16,063,789 債務負担 物 件 等 購 入 -

45,860 公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計 2,514,237
投 資 的 経 費 1,233,411 13,100,708 歳 出 合 計 21,958,495 100.0
前 年 度 繰 上 充 用 金             - 経常経費充当一般財源等計

       - - -
地 方 債 現 在 高 27,869,337 30,124,028

- - 特 定 目 的 2,095,926
投資・出資金・貸付金             - - - 前年度繰上充用金 -

2,569,664 減 債 1,424,818
積 立 金 152,255 - - 諸 支 出 金 -        -

財 調 1,878,062
繰 出 金 1,676,246 1,572,143 11.1 公 債 費 2,627,664 12.0 -

50.4
1,462,088 1,416,662 10.0 災 害 復 旧 費 -        - - -

積 立 金
現 在 高

6.9
補 助 費 等 2,917,643 2,125,944 15.0 教 育 費 2,312,307 10.5 132,730 1,978,334

-
維 持 補 修 費 75,666 75,666 0.5 消 防 費 790,084 3.6 25,692 781,715

-
物 件 費 2,432,778 1,781,657 12.5 土 木 費 2,051,723 9.3 1,130,246 1,764,418

845,299 3.9 8,522 805,413
健
全
化

判
断
比
率

実質赤字比率（％）
連 結 実 質 赤 字 比 率
実 質 公 債 費 比 率
将来負担比率（％）

3.7 97,557 664,345 公 債 費 負 担 比 率 14.7
( 義 務 的 経 費 計 ) 7,575,790 7,545,298 53.1 商 工 費

0.1 - 10,050 経 常 一 般 財 源 等 比 率 100.4
            - - - 農 林 水 産 業 費 813,804

8.5 81,539 1,453,377 実 質 収 支 比 率 9.3
2,569,664 2,569,664 18.1 労 働 費 10,050

公 債 費 2,569,664 2,569,664 18.1 衛 生 費 1,870,860
7,891,184 35.9 71,599 3,584,289 財 政 力 指 数 0.642

11.6 37,829 2,248,130 標 準 財 政 規 模 13,913,001
扶 助 費 1,458,680 1,457,526 10.1 民 生 費

0.9 - 204,054 標 準 税 収 入 額 等 9,575,453
2,115,084 - - 総 務 費 2,541,466

人 件 費 3,547,446 3,518,108 24.7 議 会 費 204,054
一般財源等 基 準 財 政 需 要 額 11,663,977

経常収支比率 区 分 決 算 額 Ａ
Ａ の 充 当

性 質 別 歳 出 の 状 況 （ 単 位 千 円 ・ ％ ） 目 的 別 歳 出 の 状 況 （ 単 位 千 円 ・ ％ ） 区 分 令和４年度(千円)

区 分 決 算 額
基 準 財 政 収 入 額 7,560,028

構成比 充当一般財源等
経常経費充

100.0 156,073

構 成 比
Ａ の う ち 普 通

一般財源等 建 設 事 業 費

            -
            -

歳 入 合 計 13,964,684 合 計 8,179,850

伝 染 病
老 人 福 祉

地 方 債             -
諸 収 入 51

税 務 事 務 議 会 議 員 18 R 4. 4.1 4,050
事 務 機 共 同 議 会 副 議 長 1 R 4. 4.1 4,300

繰 越 金             -
繰 入 金             -

退 職 手 当 議 会 議 長 1 R 4. 4.1 4,750
非常勤公務災害 教 育 長 1 H28. 4.1 6,250

寄 附 金             -

副 市 区 町 村 長 1 H28. 4.1 6,870
財 産 収 入 11,824

1 H29. 7.1 8,500

都 道 府 県 支 出 金             - 旧 法 に よ る 税 -        - - 議 員 公 務 災 害

- 月　額　（百円）
国 有 提 供 交 付 金
( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

            - 法定外目的税 -        - - 市 区 町 村 長

適用開始

年 月 日

一人当たり平均
手 数 料 216 都 市 計 画 税 288,011 3.5 - 給　料　（報酬）
国 庫 支 出 金

3,094
使 用 料 12,595 事 業 所 税 -        - -

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数

- 合 計 408 1,262,182分 担 金 ・ 負 担 金             - 内

訳

入 湯 税 -        -

            - 水 利 地 益 税 等 -        -

交通安全対策特別交付金 4,318 法 定 目 的 税 288,011 3.5 -
（ 一 般 財 源 計 ） 13,935,680 目 的 税 288,011 3.5 -

            - 法定外普通税 -        - -
-

財 源 超 過 ×内

訳

4,082,236 鉱 産 税 -        - -
            - 特別土地保有税 -        -

指数表選定 ○ 臨 時 職 員              -                 -                            -地 方 交 付 税 4,082,236 市町村たばこ税 496,090 6.1 -
財政健全化等 × 教育公務員 24 71,014 2,959軽自動 車税 207,312 2.5 -
中 部 × うち技能労務員 11 33,440 3,040地 方 特 例 交 付 金 等 62,716  うち純固定資産税 4,054,843 49.6 -
近 畿 × う ち 消 防 職 員              -                 -                            -法 人 事 業 税 交 付 金 等 138,214 固定資 産税 4,055,519 49.6 -

○ 一

般

職

員

等

一 般 職 員 384 1,191,168 3,102
（人）　 （百円）　 （百円）　

自動車税環境性能割交付 29,391 法 人 税 割 423,776 5.2 120,499 首 都

山 振 ×
軽油取引税・自動車取得税交付金 338 法 人 均 等 割 214,278 2.6 35,574 過 疎 ×

× 職 員 数 給 料 月 額 一 人 当 た り 平 均 給 料 月 額
特別地方消費税交付金             - 所 得 割 2,397,747 29.3 -

×

区 分
ゴルフ場利用税交付金 71,779 内

訳

個 人 均 等 割 97,117 1.2 - 旧 産 炭

実質単年度収支 581,294 140,491
地 方 消 費 税 交 付 金 1,292,578 市町村 民税 3,132,918 38.3 156,073 低 開 発

0 0
株式等譲渡所得割交付金 25,045 法 定 普 通 税 7,891,839 96.5 156,073 旧 工 特 ×

-
配 当 割 交 付 金 31,630 普 通 税 7,891,839 96.5 156,073 旧 新 産 × 積立金取崩し額
利 子 割 交 付 金 2,175 区 分 収 入 済 額 構 成 比 超過課税分

△ 400,700
地 方 譲 与 税 307,739 市 町 村 税 の 状 況 （ 単 位 千 円 ・ ％ ） 指定団体等 積 立 金 143,955 541,191
地 方 税 7,891,839 51.5 50.4 単 年 度 収 支

64,646
区 分 経常一般財源等 第3次 14,260 14,043 実 質 収 支 1,292,407 855,068

歳 入 の 状 況 （ 単 位 千 円 ・ ％ ） 37.9 38.5 翌年度に繰越すべき財源 109,830
第2次 10,509 10,745 歳 入 歳 出 差 引 1,402,237

24,207,545

人口密度 425人
10.6 11.1 歳 出 総 額 21,958,495 23,287,831

919,714

第1次 2,928 3,094 収

支

状

況

歳 入 総 額 23,360,732

437,339

の指定状況 繰 上 償 還 金 -

区分 2年国調 27年国調 区 分 令和４年度　（千円） 令和３年度　（千円）
面　　積 123.03ｋ㎡

増減率 △ 0.5%  △ 1.3%  

決 算 状 況

　   　茨城県　　　　　　坂東市増 減 率 △ 3.4%   4.1.1 52,928人 49,995人 地　方　交　付　税　種　地

うち日本人

産業構造
  都道府県名   08　 　団体名   2287 市　　町　　村　　類　　型

令 和 ４ 年 度
平成27年国調 54,087人  5.1.1 52,639人 49,344人

人

口

令 和 2 年 国 調 52,265人 区分 住民基本台帳人口


